
 

令和６年度  

 

当初予算事項別明細書 

 

 

串間市病院事業  





（収益的収入及び支出）
（単位：千円）

予定額 備　　　考

1 病院事業収益 2,185,781

1 医業収益 1,784,325

1 入院収益 1,117,439

2 外来収益 593,734

3 その他医業収益 73,152

2 医業外収益 401,456

1 受取利息配当金 1

2 補助金 4,604

3 負担金 294,585

4 その他医業外収益 42,924

5 長期前受金戻入 59,342

（単位：千円）

予定額 備　　　考

1 病院事業費用 2,092,213

1 医業費用 2,044,662

1 給与費 1,159,771

目

　支　　出

款 項

令和６年度　串間市病院事業会計予算実施計画

　収　　入

款 項 目
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（単位：千円）

予定額 備　　　考

2 材料費 265,500

3 経費 467,820

4 減価償却費 143,171

5 資産減耗費 2,000

6 研究研修費 6,400

2 医業外費用 43,549

1 支払利息及び企業債取扱諸費 30,035

2 長期前払消費税額償却 7,513

3 雑損失 1

4 消費税 6,000

3 特別損失 1,002

1 固定資産売却損 1

2 過年度損益修正損 1,000

3 その他の特別損失 1

4 予備費 3,000

1 予備費 3,000

目款 項
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（資本的収入及び支出）
（単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資本的収入 89,578

1 他会計負担金 89,578

1 他会計負担金 89,578

（単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資本的支出 315,001

1 建設改良費 34,857

1 有形固定資産購入費 20,000

2 リース資産購入費 14,857

2 企業債償還金 178,092

1 企業債償還金 178,092

3 他会計借入金償還金 100,000

1 他会計借入金償還金 100,000

4 看護師等奨学金貸付金 2,052

1 看護師等奨学金貸付金 2,052

　収　　入

款 項

　支　　出

款 項 目

目
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（単位：千円）

1 2,185,781

1 医業収益 1,784,325

1 入院収益 1,117,439

1 社会保険診療報酬収益 96,654

2 一部負担金収益 82,402

3 その他診療報酬収益 516

4 国保診療報酬収益 132,508

5 後期診療報酬収益 783,231

6 労働者災害補償保険 21,921

7 自動車賠償責任保険 207

2 外来収益 593,734

1 社会保険診療報酬収益 108,554

2 一部負担金収益 78,417

3 その他診療報酬収益 954

4 国保診療報酬収益 150,133

5 後期診療報酬収益 241,755

6 労働者災害補償保険 11,299

7 自動車賠償責任保険 2,622

令和６年度　串間市病院事業会計予算実施計画明細書

（収益的収入及び支出）

　収　　　入

款・項 目 節 予　定　額

病院事業収益
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（単位：千円）

3 その他医業収益 73,152

1 室料差額収益 15,300

2 公衆衛生活動収益 51,156

3 文書料収益 3,900

4 その他医業収益 2,796

2 医業外収益 401,456

1 受取利息配当金 1

1 預金利息 1

2 補助金 4,604

1 補助金 4,604

3 負担金 294,585

1 他会計負担金 294,585

4 その他医業外収益 42,924

1 その他医業外収益 42,924

5 長期前受金戻入 59,342

1 長期前受金戻入 59,342

款・項 目 節 予　定　額
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（単位：千円）

1 2,092,213

1 医業費用 2,044,662

1 給与費 1,159,771

1 給料 537,489

2 手当 355,716

3 災害補償費 1

4 法定福利費 158,997

5 退職給付費 43,923

6 賞与等引当金繰入額 63,645

2 材料費 265,500

1 薬品費 132,000

2 診療材料費 132,000

3 医療消耗備品費 1,500

3 経費 467,820

1 厚生福利費 100

2 報償費 95,575

3 旅費交通費 495

4 職員被服費 200

5 消耗品費 8,715

6 備消耗品費 782

款・項

　支　　　出

予　定　額節

病院事業費用

目
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（単位：千円）

予　定　額 備　　考

7 光熱水費 32,592

8 燃料費 20,320

9 食糧費 100

10 印刷製本費 100

11 修繕費 13,800

12 保険料 5,342

13 賃借料 22,476

14 通信運搬費 4,113

15 委託料 238,638

16 諸会費 891

17 交際費 563

18 取替費 6,600

19 支払手数料 9,972

20 雑費 2,335

21 貸倒引当金繰入額 111

22 寄附金 4,000

4 減価償却費 143,171

1 建物減価償却費 83,972

2 器械備品減価償却費 48,274

3 構築物減価償却費 1,074

款・項 目 節
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（単位：千円）

予　定　額 備　　考

4 車両減価償却費 572

5 リース資産減価償却費 9,279

5 資産減耗費 2,000

1 たな卸資産減耗費 1,000

2 固定資産除却費 1,000

6 研究研修費 6,400

1 図書費 1,800

2 旅費 2,500

3 諸会費 1,800

4 研究雑費 300

2 医業外費用 43,549

1
支払利息及び
企業債取扱諸費 30,035

1 企業債利息 28,489

2 他会計借入金利息 796

3 一時借入金利息 750

2 長期前払消費税額償却 7,513

1 長期前払消費税額償却 7,513

3 雑損失 1

1 その他の雑損失 1

款・項 目 節
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（単位：千円）

予　定　額 備　　考

4 消費税 6,000

1 消費税 6,000

3 特別損失 1,002

1 固定資産売却損 1

1 固定資産売却損 1

2 過年度損益修正損 1,000

1 過年度損益修正損 1,000

3 その他の特別損失 1

1 その他の特別損失 1

4 予備費 3,000

1 予備費 3,000

1 予備費 3,000

（資本的収入及び支出）
　収　　　入 （単位：千円）

予　定　額 備　　考

1 資本的収入 89,578

1 他会計負担金 89,578

1 他会計負担金 89,578

1 他会計負担金 89,578

款・項 目 節

款・項 節目
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　支　　　出 （単位：千円）

予　定　額 備　　考

1 資本的支出 315,001

1 建設改良費 34,857

1 有形固定資産購入費 20,000

1 備品費 20,000

2 リース資産購入費 14,857

1 リース資産購入費 14,857

2 企業債償還金 178,092

1 企業債償還金 178,092

1 企業債償還金 178,092

3 他会計借入金償還金 100,000

1 他会計借入金償還金 100,000

1 他会計借入金償還金 100,000

4 看護師等奨学金貸付金 2,052

1 看護師等奨学金貸付金 2,052

1 看護師等奨学金貸付金 2,052

款・項 目 節
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（　　　）内は、短時間勤務職員について外書き

千円

43,923

42,316

1,607

手  当 計
人 人 千円 千円 千円 千円

給　　与　　費　　明　　細　　書

１．総　　括

区分

職　員　数 給　　　　与　　　　費
法定福利費 合  計特 別 職 一 般 職 報  酬

本
年
度

損益勘定支弁職員
（　　　） （　61　）

537,489

給  料 賃  金

合　　計
（　　　） （　61　）

537,489

資本勘定支弁職員

463,285 1,000,774 158,997 1,159,7711 101

千円 千円 千円

463,285 1,000,774 158,997 1,159,7711 101

1 101
前
年
度

損益勘定支弁職員
（　　　） （　61　）

532,478

資本勘定支弁職員

429,333 961,811 175,816 1,137,627

429,333 961,811 175,816 1,137,6271 101
合　　計

（　　　） （　61　）
532,478

比
較

損益勘定支弁職員
（　　　） （　  　）

5,011

資本勘定支弁職員

33,952 38,963 △ 16,819 22,144

33,952 38,963 △ 16,819 22,144
合　　計

（　　　） （　  　）
5,011

退職給
付　費手

当
の
内
訳

区分
扶　養
手　当

時間外
手  当

期末勤勉
手    当

賞与等
引当金

特殊勤務
手　　当

宿日直
手　当

通　勤
手　当

千円千円 千円 千円 千円 千円 千円

夜間勤務
手　　当

児　童
手　当

管理職
手  当

住　居
手　当

災害補
償  費

15,700

千円 千円 千円 千円 千円

比　較 △ 42 31,521 2,790 2,904

1
前年度 16,704 15,700 128,994 60,855 109,800 13,200 10,032 6,000

14,400 9,818 6,000 11,000 4,608 4,309本年度 16,662 160,515 63,645 112,704

1,200 △ 214 △ 1,000 △ 1,814

12,000 4,608 6,123 1
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ア．会計年度任用職員以外の職員

（　　　）内は、短時間勤務職員について外書き

千円

43,923

42,316

1,607

比
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

（　　　）

（　　　）

区分

本
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

前
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

職　員　数

1
（　 　）

（　　　）
1

手
当
の
内
訳

16,662

16,704

△ 42

6,806 6,000

通　勤
手　当

△ 2262,790 △ 4,896

103,994

7,642

区分

本年度

前年度

比　較

扶　養
手　当

60,855 109,80015,700

15,700 63,645

報  酬一 般 職特 別 職
人 人

千円

住　居
手　当

管理職
手  当

児　童
手　当

千円 千円 千円

災害補
償  費

夜間勤務
手　　当

宿日直
手　当

千円千円

期末勤勉
手    当

千円

（　　　）

1

1

（　　　）

合  計法定福利費計手  当

退職給
付　費

千円 千円

403,594

給　　　　与　　　　費
賃  金給  料

千円

407,145

千円 千円 千円 千円

942,536131,797

131,797 942,536

（　　　）

（　 　）
101

398,333 806,811

（　 　）
101

101
810,739

810,739403,594407,145

955,427408,478 148,616

148,616 955,427408,478 398,333 806,811

給　　与　　費　　明　　細　　書

5,261 3,928 △ 16,819 △ 12,891

△ 12,891
（  △1  ）

△ 1,333 5,261 3,928 △ 16,819

（　 　）
101

特殊勤務
手　　当

賞与等
引当金

時間外
手  当

（  △1  ）
△ 1,333

△ 1,814

4,309 1

6,123 1

千円 千円 千円 千円 千円

104,904111,636 14,400

△ 1,000

12,000 4,608

11,000 4,608

13,200 7,032 6,000

1,200
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イ．会計年度任用職員

（　　　）内は、短時間勤務職員について外書き

手  当 計
人 人 千円 千円 千円 千円

給　　与　　費　　明　　細　　書

区分

職　員　数 給　　　　与　　　　費
法定福利費 合  計特 別 職 一 般 職 報  酬

本
年
度

損益勘定支弁職員
（　　　） （　61　）

130,344

給  料 賃  金

合　　計
（　　　） （　61　）

130,344

資本勘定支弁職員

59,691 190,035 27,200 217,235

千円 千円 千円

59,691 190,035 27,200 217,235

前
年
度

損益勘定支弁職員
（　　　） （　61　）

124,000

資本勘定支弁職員

31,000 155,000 27,200 182,200

31,000 155,000 27,200 182,200合　　計
（　　　） （　61　）

124,000

比
較

損益勘定支弁職員
（　　　） （　  　）

6,344

資本勘定支弁職員

28,691 35,035 35,035

35,035合　　計
（　　　） （　  　）

6,344

前年度

本年度

比　較

手
当
の
内
訳

区分

28,691 35,035

期末勤勉手当

千円

48,879

25,000

23,879

通勤手当

千円

3,012

3,000

12

特殊勤務手当

千円

7,800

3,000

4,800
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増減額

千円

昇給に伴う増減分 3,883

区分 職員数 退職 採用 その他 計

本年度 102 102

前年度 102 102

制度改正に伴う増
減分

区分 職員数 退職 採用 その他 計

本年度 102 102

前年度 102 102

 

２．給料及び手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員）

区   分
増減事由別内訳

千円
説           明

5,261

△ 5,216その他の増減分

給与改定に伴う増
減分

手   当

△ 1,333

5,261

給   料

その他の増減分

職員数
の異動
状  況

職員数
の異動
状  況

給 与 改 定 の 状 況

区　　分 給与改定率 実 施 時 期
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(2) 初　任　給

事務職

(円)(円)
区   分

高  校  卒

医　師

196,200 196,200大  学  卒

166,600

196,200

一般行政職(円)

166,600

技術職 一般会計の制度

294,449

379,214 346,740

43.0 39.1

312,917

事　　務 そ の 他

317,857

３．給料及び手当の状況

(1)　職員１人当たり給与

平均給料月額（円） 306,047

区　　　　　分

令和6年2月1日現在 362,8371,429,111

平 均 年 齢 （歳）

383,731

44.0 40.6

医　　師

56.6

553,870

看 護 師

554,992

41.0

302,832

305,912

令和5年2月1日現在

379,857平均給与月額（円）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

1,441,817

55.1 40.2

382,839

(円)

346,600

166,600
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職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

（　   ） （　   ） （ 　  ） （　　 ） （     ） （     ） （ 　  ） （　　 ）

（　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ）
6 75.0 6 9.8 1 4.0

（　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ）
2 25.0 9 14.8 2 28.6 6 24.0

（　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ）
令和 39 64.0 3 42.8 9 36.0
  6年2月1日 （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ）

現在 6 9.8 1 14.3 9 36.0
（　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　　 ）

1 1.6 1 14.3
（　   ） （　   ） （ 　  ） （　　 ） （　　 ） （　　 ） （     ） （　　 ）

8 100.0 61 100.0 7 100.0 25 100.0
（　   ） （　   ） （ 　  ） （　　 ） （     ） （     ） （ 　  ） （　　 ）

（　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ）
7 77.8 8 13.6 1 14.3 3 11.5

（　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ）
2 22.2 7 11.9 1 14.3 5 19.2

（　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ）
令和 37 62.6 3 42.8 9 34.6
  5年2月1日 （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ）

現在 6 10.2 1 14.3 9 34.7
（　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　　 ）

1 1.7 1 14.3
（　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　   ） （　　）

9 100.0 59 100.0 7 100.0 26 100.0

（　　　）内は、短時間勤務職員について外書き

(級別の標準的な職務内容）

区　　分

医療職（一）

一般行政職

医療職（二）
医療職（三）

看護師、技師 看護師、技師
主任看護師
主任技師

副看護師長、副士長
副薬局長、副技師長

主査

事務長

１級 ２級 ６級５級４級３級

看護師長、薬局長
技師長、士長、主査

総看護師長

主事、管理栄養士 主事、管理栄養士

計計 計計

係長、主査 事務次長、主幹

計 計

主任主事
主任管理栄養士

医師 部長 院長、副院長

2 級

計

3 級

6 級

4 級

5 級

6 級

3 級

計

6 級

3 級

5 級 5 級

4 級 4 級

そ の 他

1 級

2 級

3 級

4 級

5 級

級

2 級

1 級

事　　務

1 級

2 級

級

6 級

5 級

2 級

4 級

5 級

1 級

2 級

6 級

3 級

4 級

3 級

1 級

(3)  級　別　職　員　数　
看 護 師

級 級

1 級

2 級

区　分
医　　師

3 級 3 級

1 級1 級

2 級

6 級
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(4)  昇給

合　　計 医　　師 看 護 師 事　　務 そ の 他

　職    員    数 （A) (人） 101 8 61 7 25

　昇給に係る職員数 （B) (人） 96 5 59 7 25

２号給 (人）

４号給 (人） 96 5 59 7 25

６号給 (人）

８号給 (人）

　比　　率 （B)/(A) ％ 95.0 62.5 96.7 100.0 100.0

　職    員    数 （A) (人） 101 9 59 7 26

　昇給に係る職員数 （B) (人） 99 7 59 7 26

２号給 (人）

４号給 (人） 99 7 59 7 26

６号給 (人）

８号給 (人）

　比　　率 （B)/(A) ％ 98.0 77.8 100.0 100.0 100.0

全 職 員 医　　師 看 護 師 事　　務 そ の 他

（％） 25.8 121.9 8.6 4.6

（％） 91.1 8.8 59.8 22.5

（円） 94,000 755,556 26,066 15,304

医師、薬剤師、検査技師等手当及び夜間看護手当

区　　分

支給対象職員の比率
(令和6年2月1日現在）

支給対象職員１人当たり平均支給月額

代表的な特殊勤務手当の名称

給料総額に対する比率　　

前
年
度

(5)　特殊勤務手当

区　　　　　分

本
年
度 　号級数別内訳

　号級数別内訳
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()内には、短時間勤務職員について外書き。

一般会計の制度

（支給率等）

(6)　期末手当・勤勉手当

区    分
35年勤続の者

（月分） （月分）

最高限度

（月分）

職制上の段階、職務の級等による加算措置
支 給 期 別 支 給 率

(1.175)
2.250

(1.175)
2.250

(2.35)
4.50

(2.35)
4.50

(1.150)
2.200

(1.150)
2.200

(2.30)
4.40

(8)　その他の手当

区　　分
６月(月分) 12月(月分) （月分）

支給率計

支  給  率  等

（月分）

(7)　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(1.175)
2.250

47.709 47.709

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

20年勤続の者 25年勤続の者

3級5％加算、4級5級7％加算、6級10％加算

3級5％加算、4級5級7％加算、6級10％加算

3級5％加算、4級5級7％加算、6級10％加算

その他の加算措置等

(1.175)
2.250

通　　勤　　手　　当

地　　域　　手　　当

住　　居　　手　　当

同

同

－

扶　　養　　手　　当

区　　　　分

定年前早期退職特例措置

（2%～20%加算）

定年前早期退職特例措置

（2%～20%加算）

差 異 の 内 容

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075

一般会計の制度との異同

同

備　　考

備      考

備　　考
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期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国県支出金 企業債 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円

給 食 調 理 業 務 委 託 220,140

令和４年度
から

令和５年度
まで

143,423 令和６年度 76,717 76,717

医 事 業 務 委 託 68,418 令和５年度 34,056 令和６年度 34,056 34,056

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

左の財源内訳
事項
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（単位：千円） （単位：千円）
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 67,969 1.医業収益
減価償却費 143,171 (1)入院収益 1,068,447
減損損失 0 (2)外来収益 539,443
貸倒引当金の増減（△は減少） 0 (3)その他医業収益 66,434 　 1,674,324
退職給付引当金の増減（△は減少） 43,923
長期前受金戻入額 △ 59,342 2.医業費用 　
受取利息 △ 1 (1)給与費 1,099,637
支払利息 30,035 (2)材料費 287,136
有形固定資産売却損益（△は益） 0 (3)経費 395,781
未収金の増減額（△は増加） 84,397 (4)減価償却費 152,100
未払金の増減額（△は減少） 10,000 (5)資産減耗費 0
たな卸資産の増減額（△は増加） 0 (6)研究研修費 2,916 1,937,570
固定資産除却損 0 医業損失 263,246
長期前払償却償却 6,828
前払金の減少額（△は増加） 0 3.医業外収益
その他流動資産の減少額（△は増加） 0 (1)受取利息配当金 1
引当金の増加額 △ 645 (2)他会計負担金 254,662
小計 326,335 (3)その他医業外収益 41,718
利息の受取額 1 (4)補助金 45,823
利息の支払額 △ 30,035 (5)長期前受金戻入 60,000 402,204

業務活動によるキャッシュ・フロー 296,301
4.医業外費用

2 投資活動によるキャッシュ・フロー (1)支払利息及び 　　　　
有形固定資産の取得による支出 △ 28,960    企業債取扱諸費 32,902
有形固定資産の売却による収入 0 (2)繰延勘定償却 7,513
国庫補助金等による収入 0 (3)雑　損　失 50,000 90,415 311,789
奨学金貸付金による支出 △ 2,052 経常利益 48,543
投資活動に伴う未収金の減少額（△は増加） 0
投資活動に伴う未払金の増加額（△は減少） 0 5.特別利益

(1)固定資産売却益 0
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 31,012 (2)過年度損益修正益 0

(3)その他特別利益 0 0
3 財務活動によるキャッシュ・フロー 6.特別損失 　　

一時借入金の借入による収入 200,000 (1)固定資産売却損 0
一時借入金の返済による支出 △ 300,000 (2)過年度損益修正損 998
他会計借入金の借入による収入 (2)その他特別損失 0 998 △ 998
他会計借入金の返済による支出 △ 100,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 0 当年度純利益 47,545
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 178,092 前年度繰越欠損金 1,955,326
一般会計からの繰入金による収入 89,578 当年度未処理欠損金 1,907,781

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 288,514

資金増加額（又は減少額△） △ 23,225
資金期首残高 49,524
資金期末残高 26,299

令和６年度串間市病院事業会計予定キャッシュフロー計算書（間接法） 令和５年度串間市病院事業会計予定損益計算書
        （令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）
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資産の部 　 負債の部

１ 固定資産 3 固定負債  

(1) 有形固定資産 (1) 建設改良費等の企業債 1,424,251

ｲ 土      地土      地 343,750 (2) その他の企業債 0

ﾛ 建      物建      物 3,073,543 (3) 他会計借入金 720,600

  建物減価償却累計額建物減価償却累計額 1,187,624 1,885,919 (4) 長期リース債務 21,374

ﾊ 構築物 58,338 (5) 退職給付引当金 238,437

構築物減価償却累計額 20,269 38,069 (6) 特別修繕引当金 7,200

ﾆ 器械及び備品 1,550,887 固定負債合計 2,411,862

器械及び備品 4 流動負債

  減価償却累計額減価償却累計額 1,310,798 240,089 (1) 未払金 110,000

ﾎ 車      両 12,449 (2) 預り金 2,025

  車両減価償却累計額車両減価償却累計額 10,268 2,181 (3) 短期リース債務 10,778

ﾍ リース資産 146,167 (4) 建設改良費等の企業債 178,092

ﾘｰｽ資産減価償却累計額 105,415 40,752 (5) その他の企業債

有形固定資産合計 2,550,760 (6) 賞与等引当金 63,645

(7) 一時借入金 300,000

(2) 無形固定資産 (8) 他会計借入金 100,000

ｲ 電話加入権電話加入権 378 流動負債合計 764,540

無形固定資産合計 378 5 繰延収益

(1) 長期前受金 1,795,500

(3) 投資その他資産 (2) 長期前受金収益化累計額 1,065,099 730,401

ｲ 電話加入権出資金 314 負 債 合 計 3,906,803

ﾛ 長期前払消費税 6,828 資本の部

ﾊ 奨学金貸付金 3,974 6 資 本 金

投資合計 11,116 (1) 資本金 543,019

固定資産合計 2,562,254 資本金合計 543,019

7 剰 余 金

(1) 資本剰余金

2 流動資産 ｲ 他会計補助金 356,947

(1) 現金・預金 49,524 資本剰余金合計 356,947

(2) 未 収 金 285,195 (2) 利益剰余金

(3) 貸倒引当金 △ 111 ｲ 当年度未処理欠損金 1,907,781

(4) 貯 蔵 品 2,126 利益剰余金合計 1,907,781

(5) 前 払 金 0 剰 余 金 合 計 △ 1,550,834

流動資産合計 336,734 資  本  合  計 △ 1,007,815

資産合計 2,898,988 負債資本 合 計 2,898,988

令和5年度串間市病院事業会計予定貸借対照表
 （令和6年3月31日現在）

  （単位：千円）
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資産の部 　 負債の部

１ 固定資産 3 固定負債  

(1) 有形固定資産 (1) 建設改良費等の企業債 1,254,658

ｲ 土      地土      地 343,750 (2) その他の企業債

ﾛ 建      物建      物 3,073,543 (3) 他会計借入金 620,600

  建物減価償却累計額建物減価償却累計額 1,271,596 1,801,947 (4) 長期リース債務 10,596

ﾊ 構築物 58,338 (5) 退職給付引当金 282,360

構築物減価償却累計額 21,343 36,995 (6) 特別修繕引当金 7,200

ﾆ 器械及び備品 1,569,069 固定負債合計 2,175,414

器械及び備品 4 流動負債

  減価償却累計額減価償却累計額 1,359,072 209,997 (1) 未払金 120,000

ﾎ 車      両 12,449 (2) 預り金 2,025

  車両減価償却累計額車両減価償却累計額 10,840 1,609 (3) 短期リース債務 10,778

ﾍ リース資産 146,167 (4) 建設改良費等の企業債 169,593

ﾘｰｽ資産減価償却累計額 114,694 31,473 (5) その他の企業債

有形固定資産合計 2,425,771 (6) 賞与等引当金 63,000

(7) 一時借入金 200,000

(2) 無形固定資産 (8) 他会計借入金 100,000

ｲ 電話加入権電話加入権 378 流動負債合計 665,396

無形固定資産合計 378 5 繰延収益

(1) 長期前受金 1,885,078

(3) 投資その他資産 (2) 長期前受金収益化累計額 1,124,441 760,637

ｲ 電話加入権出資金 314 負 債 合 計 3,601,447

ﾛ 長期前払消費税 0 資本の部

ﾊ 奨学金貸付金 6,026 6 資 本 金

投資合計 6,340 (1) 資本金 543,019

固定資産合計 2,432,489 資本金合計 543,019

7 剰 余 金

(1) 資本剰余金

2 流動資産 ｲ 他会計補助金 356,947

(1) 現金・預金 26,299 資本剰余金合計 356,947

(2) 未 収 金 200,798 (2) 利益剰余金

(3) 貸倒引当金 △ 111 ｲ 当年度未処理欠損金 1,839,812

(4) 貯 蔵 品 2,126 利益剰余金合計 1,839,812

(5) 前 払 金 0 剰 余 金 合 計 △ 1,482,865

流動資産合計 229,112 資  本  合  計 △ 939,846

資産合計 2,661,601 負債資本 合 計 2,661,601

令和6年度串間市病院事業会計予定貸借対照表
 （令和7年3月31日現在）

  （単位：千円）
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注記
Ⅰ．重要な会計の方針

当年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。
１　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く。）
・減価償却の方法 定額法による。
・主な耐用年数
建物 39年
構築物 40年
器具及び備品 5年～20年

（２）有形固定資産（リース資産を除く。）
・所有権移転ファイナンスリース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法とする。
・所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。
なお、所有権移転外ファイナンスリースのうち、契約金額が300万円未満のリース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

２　引当金の計上方法
（１）退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に相当する額を計上している。
なお、会計基準変更時差異265,544,349円については、平成26年度から15年にわたり均等額を費用処理している。

（２）賞与等引当金
職員の期末手当及び勤勉手当及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込み額
に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（３）特別修繕引当金
院内に設置している無停電電源装置のバッテリー交換に係る支出に備えるため、その支出見積額を耐用年数で除した
額を計上している。

（４）貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上している。
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３　消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用
として処理している。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、20年間
で均等償却を行っている。

Ⅱ．予定貸借対照表関連
企業債の償還に係る他会計の負担金

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般
会計が負担すると見込まれる額は、716,621千円である。

Ⅲ．リース契約による使用する固定資産
１　リース取引の処理方法

   リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理
　 を行っている。

新会計基準移行に係る経過措置
（１）みなし償却制度廃止に伴う経過措置

平成26年3月31日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本上剰余金として整理している額
については、平成26年3月31日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別
的に把握できる資産を除いたすべての資産（補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産を除く。）を
対象とした按分率の方法を用いて合理的に整理している。
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